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第三者割当増資における発行新株式数の確定に関するお知らせ 

 

平成 26 年９月２日開催の取締役会において、公募による新株式発行（一般募集）及び株式の売出し（オーバー

アロットメントによる売出し）と同時に決議いたしました第三者割当による新株式発行に関し、割当先であるＳ

ＭＢＣ日興証券株式会社より発行予定株式数の一部につき申込みを行う旨通知がありましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

 

記 

 

（１） 発 行 新 株 式 数  123,100株 

   （発行予定株式数 144,000株） 

（２） 払 込 金 額 の 総 額  387,765,000円 

   （１株につき 3,150円） 

（３） 増加する資本金及び   増 加 す る 資 本 金 の 額 193,882,500円 

 資 本 準 備 金 の 額    （１株につき 1,575円） 

    増加する資本準備金の額 193,882,500円 

   （１株につき 1,575円） 

（４） 申 込 期 日  平成 26年 10月 15日（水） 

（５） 払 込 期 日  平成 26年 10月 16日（木） 

 

【ご参考】 

１.  今回の第三者割当増資は、平成 26 年９月２日開催の取締役会において、公募による新株式発行（一般

募集）及び株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）と同時に決議されたものであります。 

なお、当該第三者割当増資の内容等については、平成 26 年９月２日付の「新株式発行及び株式の売出

しに関するお知らせ」及び平成 26 年９月 10 日付の「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」

をご参照ください。 

 

２. 今回の第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

現在の発行済株式総数 9,433,400株 （平成 26年 10月 10日現在） 

第三者割当増資による増加株式数 123,100株  

第三者割当増資後後の発行済株式総数 9,556,500株  

ご注意：この文書は、当社の第三者割当増資における発行新株式数の決定に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資

勧誘を目的として作成されたものではありません。 
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３. 今回の調達資金の使途 

今回の第三者割当増資の手取概算額 385,187,000 円については、第三者割当増資と同日付をもって取締

役会で決議された一般募集の手取概算額 3,026,236,000円と合わせて、手取概算額合計 3,411,423,000円に

ついて、全額を当社連結子会社である株式会社 UNIGEN への投融資資金に充当する予定であり、投融資先に

おける具体的な内訳は以下のとおりであります。 

会社名 使途 具体的な内容 支出予定金額 支出予定時期 

株式会社

UNIGEN 

設備投資資金 
岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資

資金 
1,080,000,000円 

平成28年12月

まで 

借入金の返済

資金 

金融機関からの長期借入金（岐阜工場建設代金

及び岐阜工場立上げ等に係る運転資金を用途と

したシンジケートローン）及び短期借入金（岐

阜工場立上げ等に係る運転資金を用途とした借

入金）の返済資金 

2,331,423,000円 
平成28年12月

まで 

合計 3,411,423,000円  

なお、上記手取金は、具体的な充当時期までは銀行預金等にて安定的な資金管理を図る予定であります。 

今回の新株式発行による調達により、岐阜工場における組換えインフルエンザ HA ワクチンをはじめとす

るバイオ医薬品原薬の生産能力増強を通じて供給機会を拡大し、収益拡大サイクルの実現を目指すとともに、

得られた収益を新たな開発パイプラインへの研究開発投資に充当することによる将来収益の一層の向上と、

当社グループの持続的成長を支えるための財務基盤の強化を図ることが出来るものと考えております。 

なお、詳細につきましては、平成 26 年９月２日に公表いたしました「新株式発行及び株式の売出しに関

するお知らせ」をご参照ください。 

以上 
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